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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成

長戦略を柱とする経済財政政策の推進により、雇用・所得環境が改善し、原油価格の低下などにより交易条件が改

善する中で、緩やかな景気回復基調が継続しているものの、中国をはじめとする新興国などの景気の下振れ、金融

資本・商品市場の動向、地政学的な不確実性など、景気の先行きは依然不透明な状況にあります。

当社グループが属する建設コンサルタント業界では、平成27年度の公共事業予算が、東日本大震災からの復興加

速、激甚化する気象災害などへの対応、インフラの老朽化対策など緊急性の高い事業に重点化されたこともあり、

地域や事業分野によっては発注量が想定を下回るなど、受注環境は大きく変化しております。

当社グループは、このような市場環境を踏まえ、競争力の向上に向けた取組を強化するとともに、将来の業容拡

大に向けたインフラ技術研究所のブランド技術の開発に予算を重点配分し、積極的な技術開発を実施してまいりま

した。特にエネルギー分野に関しましては、「水素インフラ事業」「再生可能エネルギー事業」の早期事業化を図

るため、株式会社トオヤマと合弁会社である株式会社清流パワーエナジーを平成27年11月に設立（当社グループ持

株比率50％）し、平成28年３月より「水素インフラ事業」の一部である水素ステーション事業を開始いたしまし

た。

以上のような事業経過のもと、当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の業績は、受注高につき

ましては90億２百万円、受注残高は132億５千８百万円となりました。売上高につきましては37億６千７百万円と

なり、利益面では、当社の関東支社の移転に伴う什器備品に係る費用を一時費用として計上したことなどにより、

営業損失は12億７千６百万円、経常損失は12億８千２百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失は８億７千３百

万円となりました。なお、当社グループは官公庁取引が大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期連結会計

期間に集中する傾向にあり、第３四半期連結会計期間までは営業費用の占める割合が著しく高くなる傾向にありま

す。そのため、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに損失計上となっております。

部門別の状況を示すと次のとおりであります。なお、当社グループは単一の報告セグメントであるため、セグメ

ントごとの記載はしておりません。 

〔構造保全部門〕 

 当部門の受注高は43億１千７百万円、受注残高は57億５千万円、売上高は20億５千４百万円となりました。主な

受注業務として、西日本高速道路（ＮＥＸＣＯ西日本）管内における舞鶴若狭自動車道 石原高架橋他２橋橋梁設

計検討業務、東京都より夢の島大橋予備設計業務があげられます。

〔社会創造部門〕 

 当部門の受注高は25億４千７百万円、受注残高は40億７千７百万円、売上高は７億４千８百万円となりました。

主な受注業務として、横浜市より横浜港ロジスティクス施設整備検討業務、富山県南砺市におけるバイオマス産業

都市構想策定支援業務があげられます。

〔防災部門〕 

 当部門の受注高は12億９千３百万円、受注残高は17億５千７百万円、売上高は５億２千９百万円となりました。

主な受注業務として、北海道開発局管内における駒ヶ岳火山地上電気探査業務、岩手県より簗川ダム貯水池地すべ

り等調査解析業務があげられます。

〔海外・施工管理部門〕 

 当部門の受注高は８億４千３百万円、受注残高は16億７千２百万円、売上高は４億３千４百万円となりました。

主な受注業務として、国際協力機構（ＪＩＣＡ）よりケニア共和国におけるモンバサ港ゲートブリッジ建設事業準

備調査、中日本高速道路（ＮＥＸＣＯ中日本）管内における東名高速道路 東名工事区施工（調査等）管理業務が

あげられます。

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は121億８千６百万円となりました。主な内訳は、たな卸資産

60億３千９百万円、有形固定資産合計29億２百万円、繰延税金資産８億８千４百万円、現金及び預金７億９千９

百万円であります。

負債合計は86億２千８百万円となりました、主な内訳は、未成業務受入金38億８千５百万円、短期借入金19億

３千万円、退職給付に係る負債４億２千９百万円、業務未払金10億３千７百万円であります。 

純資産合計は35億５千７百万円となりました。主な内訳は、株主資本合計34億１千２百万円であります。 
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 今後の経営環境としては、大規模化・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震などに備えるための防災・減災対

策、高度成長期以降に整備されたインフラの老朽化対策、地方公共団体を事業主体とする国土強靭化計画、インフ

ラ維持管理計画、地方創生の業務などの需要が期待されますが、引き続き厳しい受注環境が予測されます。

 このような状況の中、新たな領域の開拓にも努め、市場環境の変化に対応できる力と体制を整備するとともに、

品質の向上、労働環境の改善などの取り組みを進め、業績の向上に努めてまいります。なお、第３四半期連結累計

期間における業績の進捗状況や今後の市場環境を勘案し、平成27年10月15日に公表いたしました「連結決算開始に

伴う連結業績予想に関するお知らせ」でお知らせした平成28年６月期の通期連結業績予想に変更はありません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 なお、特定子会社の異動には該当しておりませんが、第１四半期連結会計期間より、ＮＥテクノ株式会社および

Nippon Engineering-Vietnam Co., Ltd.の重要性が増したことに伴い、連結の範囲に含めております。

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 該当事項はありません。

 （追加情報）

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号 平成25年９月13日）などを第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

 （法人税率の変更等による影響） 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会

計年度から法人税率等が変更されることとなりました。 

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の33.1％から、平成

28年７月１日から開始する連結会計年度および平成29年７月１日から開始する連結会計年度に解消が見込ま

れる一時差異については30.9％、平成30年７月１日から開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異については30.6％にそれぞれ変更しております。 

 なお、この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が９百万円減少

し、法人税等調整額が１千３百万円、退職給付に係る調整累計額が３百万円、それぞれ増加しております。 

- 3 -

大日本コンサルタント(株)(9797)平成28年6月期第3四半期決算短信(連結)



３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

  （単位：千円） 

  当第３四半期連結会計期間 
(平成28年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 799,650 

完成業務未収入金 647,356 

たな卸資産 6,039,960 

繰延税金資産 717,916 

その他 225,692 

貸倒引当金 △1,308 

流動資産合計 8,429,266 

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 556,213 

土地 2,221,058 

その他（純額） 125,716 

有形固定資産合計 2,902,989 

無形固定資産 142,691 

投資その他の資産  

投資有価証券 221,992 

繰延税金資産 166,842 

その他 361,771 

貸倒引当金 △39,315 

投資その他の資産合計 711,290 

固定資産合計 3,756,971 

資産合計 12,186,237 
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  （単位：千円） 

  当第３四半期連結会計期間 
(平成28年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

業務未払金 1,037,421 

短期借入金 1,930,000 

1年内返済予定の長期借入金 100,000 

未払法人税等 31,161 

未成業務受入金 3,885,710 

賞与引当金 272,718 

受注損失引当金 28,800 

その他 767,458 

流動負債合計 8,053,270 

固定負債  

長期借入金 50,000 

退職給付に係る負債 429,151 

資産除去債務 61,632 

その他 34,189 

固定負債合計 574,973 

負債合計 8,628,243 

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,399,000 

資本剰余金 1,518,460 

利益剰余金 595,321 

自己株式 △100,585 

株主資本合計 3,412,196 

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 34,407 

為替換算調整勘定 △20,679 

退職給付に係る調整累計額 132,069 

その他の包括利益累計額合計 145,797 

純資産合計 3,557,993 

負債純資産合計 12,186,237 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 

 至 平成28年３月31日) 

売上高 3,767,155 

売上原価 2,926,562 

売上総利益 840,593 

販売費及び一般管理費 2,117,204 

営業損失（△） △1,276,610 

営業外収益  

受取利息 235 

受取配当金 2,346 

補助金収入 4,358 

その他 6,869 

営業外収益合計 13,809 

営業外費用  

支払利息 6,480 

為替差損 1,727 

固定資産除却損 3,670 

その他 7,612 

営業外費用合計 19,491 

経常損失（△） △1,282,292 

特別利益  

固定資産売却益 21,954 

特別利益合計 21,954 

特別損失  

事務所移転費用 22,489 

特別損失合計 22,489 

税金等調整前四半期純損失（△） △1,282,827 

法人税、住民税及び事業税 44,922 

法人税等調整額 △454,574 

法人税等合計 △409,651 

四半期純損失（△） △873,175 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △873,175 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 

 至 平成28年３月31日) 

四半期純損失（△） △873,175 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △75,516 

為替換算調整勘定 △2,647 

退職給付に係る調整額 △3,916 

その他の包括利益合計 △82,080 

四半期包括利益 △955,256 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △955,256 

非支配株主に係る四半期包括利益 - 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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